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創価大学教育学会第12回教育研究大会
〔日時〕　2014年 1 月31日（木）　13時30分～16時
〔場所〕　創価大学大教室棟 S201教室
〔内容〕　
■基調講演
　「“第四権としての教育権”の独立を考える」
　　　　　　　　　大﨑　素史（創価大学教育学部）
■指定討論 1
　「四権分立の可能性─コスタリカと日本の制度の比較を通じて─」
　　　　　　　　　石坂　広樹（鳴門教育大学）
■指定討論 2
　「教育税と四権分立の研究─返還前沖縄における教育委員会制度と教育財政システ
ム─」
　　　　　　　　　横山　光子（公立小学校）
シンポジウム「現代の教育的課題と創価教育Ⅳ」報告
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は じ め に
　昭和44（1969）年，創価大学創立者・池田大作 SGI会長（当時は創価学会会長。
なお，創価大学は昭和46年開学）が，当時，全国で見られた国家的大問題の大学紛争
状況に対して，政治と教育の関係をめぐる根本的解決として，教育の尊厳と自立性を
保障するために立法・司法・行政の三権に新たに第四権として教育権を加え，四権分
立とするべきことを提唱された（「大学革命について」，雑誌『潮』昭和44年 7 月号に
所収）。次に，その提唱部分を引用する。
　「最後に，大学，ひいては教育の再建のために，政治と教育のあり方について，一
言，申し述べたい。
　　それは，現在の政界の一部には，政治権力の介入によって大学の再建を図ろうと
する動きがあるようだが，それでは，さらに火に油を注ぐことにしかなるまい。真
の解決策は，むしろ教育の尊厳を認め，政治から独立することに求めなければなら
ないと思う。
　　本来，教育は，次代の人間と文化を創る厳粛な事業である。したがって，時の政
治権力によって左右されることのない，確固たる自立性をもつべきである。その意
味から，私は，これまでの立法，司法，行政の三権に，教育を加え，四権分立案を
提唱しておきたい。」
　本報告においては，現在の教育状況の視点から，教育の尊厳・教育の自立性を保障
するための第四権としての教育権の独立を求める立場から，次の 6点について考察
し，紹介したい。
（ 1）教育行政の問題状況について
（ 2）国際的な教育問題状況について
（ 3）教育権の種類について
（ 4）第四権としての教育権の提唱とその課題について
（ 5）その後の池田大作 SGI会長による発展的提唱について
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（ 6 ）おわりに─教育権の独立に関する諸提言の紹介と今後の課題
Ⅰ　教育行政の問題状況について
　現在の政治と教育の関係について考察するとき，前提として，現在に到るそれに関
する背景いわゆる歴史的経過を踏まえなければならないと考える。現在の事象には必
ず歴史的な背景があるのである。
　昭和21年11月 3 日，日本国憲法が公布された（施行は翌年 5月 3日）。翌年 3月31
日，教育基本法が公布・施行された。いわゆる“憲法 =教育基本法体制”と後にい
われるようになる，戦後の教育制度の基本がスタートした。その後，学校教育法（昭
和22年 3 月31日公布・4月 1日施行）をはじめ，関係法規の諸々が制定されていった。
ところが，昭和25年 6 月，朝鮮戦争勃発の影響で，国内の産業の活性化が急激に求め
られる社会状況になるにしたがい，産業経済の視点から基礎的な労働（能）力を身に
付けた卒業生の輩出を学校教育に要請されるようになり，戦後の新教育（子ども中心
主義の学習を重視した教育）が旧教育（教師中心主義の系統学習を重視するもの）に
戻っていった。教育の“反動化”といわれた。
　経済界からの要請を受けた行政からの教育への強い干渉といってよい（なお，これ
は一般論的な総括である。教育と教育行政は密接に関係しているので，その区分につ
いては微妙なことが沢山ある。もともと，教育と行政の関係と考えるか，教育と教育
行政の関係と考えるか，など）。
　その後，一般的な紹介になるが，政治，特に行政が教育に対しての干渉・支配を及
ぼしてきたとされてきた事例は，「うれうべき教科書の問題」（日本民主党，昭和30
年），家永三郎検定教科書違憲訴訟（昭和40年，以後提訴事例は数回続く），などがあ
る。
　その他，概略であるが，昭和35年の所得倍増計画（昭和35年池田勇人内閣）に伴
い，産業に役立つ能力に応じた学力が求められた結果，昭和30年代後半～昭和40年
代，いわゆる“落ちこぼれ”現象や人間性疎外が指摘された。そのため，昭和50年代
～平成20年には“ゆとり”教育が導入された。しかし，平成14年ごろから学力低下問
題が話題になり，文部科学省は“学力向上”路線ともいうべき政策を具体化してい
く。平成18年教育基本法の改正，平成19年学校教育法の改正を受けて，文部科学省が
学校教育法施行規則（省令）の改正による授業時数の増加，中学校選択教科の縮少な
どを行った点に象徴的に現われている。文部科学省は，「生きる力」と表現している
が，現実的には「学力」が中心となっている。国の教育行政機関である文部科学省が
学校現場の教育のあり方にこのように影響を与えるシステム（制度）についての検討
課題は，批判的なものを中心に戦後ずっと指摘されてきた。課題であることは間違い
ない。
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　さて，近年の国の教育政策（第二次安倍内閣の教育再生実行会議による）において
教育委員会の見直しと首長権限の強化策が話題を呼んでいる。直接の契機になったの
は，平成24年 7 月の滋賀県大津市立中学校におけるいじめによる自殺事件をめぐる大
津市教育委員会の対応のあり方であった。すなわち，教育委員会の責任や実行力があ
いまいであることが理由になって，責任と実行力を教育長により明確化し，首長（地
方公共団体の長＝都道府県知事，市町村長）が教育長を直接任命すること（これまで
は教育委員会の会議で選出されていた），首長が主宰する総合教育会議を設置し，そ
こで教育基本政策を策定することなどが提案された。
　㊟ この後，平成26年 6 月通常国会にてこれらが制定された（地方教育行政の組織及
び運営に関する法律の改正）
　この制度改革は，政治家である首長の教育行政及び教育への干渉が強化されること
であるとして話題を呼んでいる。現実の状況が注目されるべきである。このほか，文
教予算に対する財務省の統制，文部科学省・地方自治体の財政の課題などは，枚挙に
暇ない。行政機関内部の実情の問題であるが，本日のテーマからみると，教育の尊
厳・教育の自立性の保障のためにあるべき課題が考えさせられるのである。
Ⅱ　国際的な教育問題状況について
　第四権としての教育権の課題は，実は国際的な次元に展開していくものである。そ
の理由は，目的が教育の尊厳・教育の自立性の保障であるからである。もっといえば，
子どもの，そして成人を含めてすべての人間を対象とするからである。ただし，すで
に多くの知見・情報があるため，ここではその一端の話題だけを提供したい。
　① 政治問題等に巻き込まれる難民等の子どもたちの悲惨・不適切な教育・学習環境
について：わが国も難民を受け入れており，種々の人権上・教育上の課題がある。
　② 国際法上の規定趣旨を十分に実現していない実状について：例えば，わが国にお
ける外国籍の児童（満18歳未満）の受教育権の保障は，まだまだという実情が
NGOや民間ボランティアなどによる種々のレポートなどに示されている。たと
えば，出身国の民間人による民族学校・インターナショナルスクールなどが日本
国内にかなりに設置・運営されているが，そこに通う通学費・教材費・授業料等々
の納金ができないため，通学しないで，ストリート・チルドレン化しているとい
う実情が話題を呼んでいる（正確なデータでないので，悪しからず）。ただ，参
考までに，高校生段階ではあるが，平成23年度から高校授業料無償化法による施
策により，外国籍の高校生，各種学校・専修学校・民族学校・インターナショナ
ルスクールの在籍者などにも月額 1万円弱の授業料無償が具体化している。
　以上の例は，ごく一部であるが，わが国が世界人権宣言，国際人権規約，児童の権
利条約，等々の国際法上の宣言や条約を多く批准してきていることに対応しての国内
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の実情はどうであるか？すなわち，法的措置からの課題である。批准している以上
は，その実行は当然に義務であるが，不十分さは否めないであろう。多くの課題が指
摘できる（ここでは課題提示だけに留める）。参考までに，2014年度ノーベル平和賞
を受賞されたパキスタンの少女（17歳）マララ・ユスフザイさんが2013年10月12日国
連でスピーチされた次の文章は，教育の尊厳・自立性を考える上でかみしめるべきで
ある。
　“One child, one teacher, one book and one pen can change the world.”
Ⅲ　教育権の種類について
　「第四権としての教育権」を考える時に注意しなければならない点として，「教育
権」ということばには基本的人権としての教育を受ける権利，親や教員が教育する権
利などの使われ方があるので，ここでそのような教育権概念を紹介したい。つまり，
「三権分立」，「第四権」というような「権」という表現とは別のことがらの紹介であ
る。混同しないようにするために。次に簡単に紹介する。
　①国民の教育を受ける権利の保障（憲法第26条第 1項）：国家（国と地方公共団体）
がすべての国民（日本国籍を有する者）の教育を受ける権利を保障するものである。
②親の教育権：民法第820条は，親が子に対して監護・教育の権利と義務を定めている。
民法という私法上の規定である。参考までに，平成18年改正の教育基本法（公法）で
は，家庭教育における親の「第一義的責任」を規定している（第10条第 1項）。また，
親の教育権は，歴史上は，自然法上の根本的権利として西欧では認められてきた。世
界人権宣言（1948年国連採択）をはじめ，その後の国際人権規定関係（1989年国連採
択の児童の権利条約など）にはこの原理が反映されている。③国家の教育権：子ども
の教育を国家が責任を持って保障するという原理から，国家が子どもを教育する権利
（権限ともいうことがあり，微妙であるが）があるとする考えである。たとえば，家
永三郎教科書検定違憲訴訟事例で国側の主張として議論されてきた。④教師（教員）
の教育権：昭和20年代～40年代に，主に日教組（日本教職員組合）および一部研究者
の学説として主張されてきた。子どもの教育を親から委託（委譲）されて行うのが教
員であるとする考えである。④国民の教育権：教育をする権利は国民にあるとするも
のである。理論上は，これも日教組および一部の研究者の学説として使われ，国（文
部省）・教育委員会・校長等の管理職の考えと対立してきた。⑤総合的教育権：市川
昭午の学説である。氏は，教育権をめぐる種々の議論が生産的でないので，基本的人
権の立場から総合的に捉えた教育権を考えようと主張した。が，実際の教育界・学術
界には大きくは受け入れられなかった…。⑥教育権能（権限）としての教育権：教育
権のことを「権利」として考えるとあいまいになるので，分業論的に「権限」「権能」
としての教育権として考えるべきであるとする学説である。たとえば，養育監護権は
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親，教授・学習指導権は教員，教育立法権は国会・地方議会，教育行政権は文部科学
省等省庁・教育委員会などの行政機関にあるとする。
Ⅳ　第四権としての教育権の提唱とその課題について
　ここでは，〈はじめに〉で紹介したように，池田 SGI会長の第四権としての教育権
の独立提唱について，その提唱内容を改めて確認する。
　さて，その提唱内容についてであるが，創設されるべき教育権独立の具体的な制度
等の有り様については不明である。したがって，今後においては，すべてが課題とし
て考えられなければならないということである。例えば，三権分立制度を採用してい
る日本国憲法において，四権分立制度に変えていくために，憲法改正をもって実現す
るのか，あるいは，憲法改正しなくても，現行憲法下においてその趣旨を実現してい
くことか，ということなどが課題である。ただし，このような二者択一で考えるべき
ことがらではないであろう。
　例えば，前者の憲法改正の点から考えれば，憲法改正されて四権分立制が実現でき
たとしても，教育現場での教育の尊厳・教育の自立性が支障をきたすような実状がな
いように絶えず対応されなければならないという課題があろう。また，後者の現行憲
法下すなわち三権分立制での教育権独立はどのようにあるべきか，についても難題で
ある。極端な概論になるが，戦後を振り返ってみると，政治（経済等も含めるべきで
あるが）からの教育への干渉や介入は，枚挙に暇ないほどあった。現在も同様といっ
てよいだろう（マス・コミによるものなど然り）。先述のように，教育委員会制度な
どの地方の教育行政制度に係るシステムも検討課題である。「干渉・介入」とはいえ
ないような点からの問題視点も必要である。“経済格差が教育格差を生んでいる ”な
どの事例もそうである。直接的でないけれども間接的にあるいは結果的に教育の尊
厳・教育の自立性に支障をきたしているような事例は課題にすべきであるということ
である。
　このように，極めて重大で，難題な課題が多数存在している。
　念のため，確認すべき原理は，これは教育の尊厳・教育の自立性の保障のためだと
いうことである。
Ⅴ　その後の池田大作 SGI 会長による発展的提唱について
　教育の尊厳・教育の自立性保障についての池田 SGI会長による提唱は，「大学革命
について」（昭和44年）に続いて，その後種々に提唱・提言されてきた。ここでは，
その一部になるが，第四権としての教育権の独立提唱に直接関わるものを紹介する。
　①まず，国際的なレベルでの教育の尊厳・教育の自立性の保障とその目的について
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の「教育国連」創設の提唱である。具体的には，「池田会長からのメッセージ」（昭和
48年10月 9 日，創価大学中央体育館における第 5回 NSA学生部総会においてであ
る。『大学新報』昭和48年10月16日号に掲載）を参照のこと。次に，その提唱部分を
引用する。
　「更に私は，この学問の再構築ということと共に，学問の成果を普及させる過程で
あると同時に，学問を支える基盤である教育について，一つの提案をしておきた
い。それは，教育に関する国際的な連合組織をつくって，世界平和への精神的砦を
人々の心に築く電源地たらしめてほしいということであります。
　　私はかつて，立法，司法，行政の三権に，教育権を加え，その四権を独立させる
べきであると主張いたしました。教育は一個の人間をつくりあげる重要な作業であ
り生命の絶対尊厳を教えていくのも教育の使命であります。それには政治権力に
よって左右されるものであってはならない。教育や科学・文化における国際協力を
推進する機関としては，ユネスコがあり，平和構築をその理想として掲げてはいる
が，既存の国家権力によってつくられたものであるため国連と同様，政治的な影響
をうけざるをえない状況にあります。
　　したがって私は，教育権の独立を，全世界的次元で具体化し，いかなる権力にも
左右されない，平和教育機関をつくることが先決であると考えるのであります。そ
れには，教育の現場にたずさわる教師，また家庭教育の責任者である父兄，更に
は，教育を受ける立ち場にもある諸君達学生，それに学識経験者も加えて，仮称
「教育国連」をつくり，それをもって真実の世界平和を実現し，国際間のあらゆる
平和協力の実を上げるようにしていってはどうか，そしてそれには，日本の学生部
の諸君が含まれるのは当然でありますが，なかんずく，米国の学生諸君が先駆けと
なって前駆してはどうかと，訴えたいのであります。」
　この提唱は，国際的なレベルにおける教育の尊厳・教育の自立性の保障のための，
という根本の原理（目的）が理解されなければならない。その上での平和の構築のた
めの教育国連創設が提唱されている。また，世界の国々の制度・文化等の事情が様々
であるので，教育国連構想は，実に課題が多くある。ここでは，この課題確認だけで
ある。
　②「教育センター」設置の提唱
　池田 SGI会長は，その後も多くの対談，スピーチ，随筆等において教育権の独立
を強調されてきた。その中で，制度論としての提唱のものに「教育センター」の創設
がある。
　すなわち，教育権の独立のための一つの具体的な教育審議機関の創設である。その
提唱部分を次に引用する（池田大作「『教育のための社会』目指して─21世紀と教
育・私の所感─」平12・ 9 ・29　聖教新聞）。
　「そこで私は，教育に関する恒常的審議の場として，新たに「教育センタ （ー仮称）」
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を創設し，教育のグランドデザインを再構築する役割を担っていくべきだと提案し
たい。
　　設置にあたっては，一つの独立機関として発足させ，政治的な影響を受けない制
度的保障を講ずるべきであると考えます。内閣の交代によって教育方針の継続性が
失われたり，政治主導で恣意的な改革が行われることを防ぐ意味からも，独立性の
確保は欠かせないのです。
　　かねてより私は，立法・司法・行政の三権に，教育を加えた「四権分立」の必要
性を訴えてきました。
　　教育は次代の人間を創る遠大な事業であり，時の政治権力によって左右されない
自立性が欠かせません。
　　それはまた，戦争への道を後押しした「国家主義の教育」と身を賭して戦ってき
た，牧口会長および戸田第二代会長の精神でもありました。
　　そこで「教育センター」が核となり，国立教育研究所などとも連携を図りなが
ら，確固たる理念と長期的な展望に立った教育改革の方向性を打ち出していくべき
だと思うのです。
　　この重大な使命に加えて，「教育センター」を設立することで，日本は「国際貢
献の新しい道」を開くことができましょう。
　　世界平和の実現の基盤となるのは，国家の利害を超えた教育次元での交流と協力
です。私は，この観点から，教育権の独立を世界的規模で実現するための「教育国
連」構想を，20年以上前から訴えてきました。日本が「教育センター」の設立を通
し，「教育権の独立」という潮流を世界で高めていく役割を担っていけば，「教育立
国」という日本の新たなアイデンティティーを確立することにもつながっていくの
ではないでしょうか。」
　「教育センター」の具体的内容（設置場所，構成員の委嘱又は任命，構成員の委嘱
又は任命の期間，等々）は，不明であるので，今後の検討課題になるが，この提唱の
意義は甚甚のものがある。四権分立の提唱→教育国連創設の提唱→教育センター創設
の提唱，と池田 SGI会長の論理に一貫性を確認できる。改めて，繰り返しの確認に
なるが，その原理は，教育の尊厳・教育の自立性の保障である。
Ⅵ　お わ り に―教育権の独立に関する諸提言の紹介と課題提示―
　実は，「教育権の独立」という場合は，主に制度論として考察されてきた一定の歴
史的経過がある。すなわち，「教育を受ける権利の保障」等々のように「権利」「権限
（権能）」という場合とは異なる。ここでは，今後における精緻な研究や考察を期待し
たいという想いから，このような制度論を主とした理論的成果を掲げることとする。
ただし，種々の都合上，概略紹介に留めたことを了承願いたい。
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　①田中耕太郎の教育権独立説
　田中は，昭和21年 5 月，文部大臣になり教育基本法の事実上の実案づくりなど戦後
教育改革の甚大な役割を果たした。文部大臣になる以前の文部省学校教育局長時代か
ら，戦前の内務省による文部省支配を憂え，文部省の一般行政からの独立を希求して
いた（参考までに，戦後初代文部大臣前田多門も同様であったとの伝聞もあり，研究
課題にすべきである）。田中の主な提唱を次に列挙する。
　「本章において考察しようとしているのは，教育基本法第10条が規定している事項
すなわち教育行政の政策に関する基本方針に局限される。それは結局教育の自由と
教育権の独立の尊重ということに帰着するのである。」（田中耕太郎『教育基本法の
理論』有斐閣・昭和36年・P846。なお，ここでいう教育基本法は昭和22年のもの
である。）
　「教育権の独立は，直接には，わが憲法中に制度化されていないが，憲法の学問の
自由の保障や教育基本法，並に，その他，教育関係法令中の規定，とくに，大学自
治の原則からして帰納できるのである。もし，教育政策の重要性が今より一層痛感
されるならば，憲法中に，立法・司法・行政の三権とならんで，第四権として，教
育に関する一章が設けられ，教育権が一層完全に保障される日が来ないとは断言で
きないのである」（田中耕太郎「司法権と教育の独立」，『ジュリスト』有斐閣・昭
和32年12号に所収）
　「一般政治に対する教育の独立と中立性を確保することが教育行政の正しいあり方
と認められ，地方公共団体において教育委員会制度の新設によりこれが実現された
以上は，中央においても同様のことが認められなければならない次第である。つま
り前にのべたような中央教育審議会のような権威ある存在が，文部大臣の単なる諮
問機関ではなく，文部大臣に代る執行機関として全国の教育行政について責を負う
という構想も考え得られるのである。この構想は文部行政をあたかも現在の裁判所
行政と同じように，全く政府から独立したものとする考え方である」（『教育基本法
の理論』P872）
　このように，明確に第四権としての教育権に言及したことは画期的であったという
べきである。しかし，内容上のあいまいさが残っている。すなわち，文部行政を「全
く政府から独立したものとする考え方」は理解できるのであるが，教育委員会制度の
新設（昭和23年教育委員会法）に対して，「一般政治に対する教育の独立と中立性を
確保することが教育行政の正しいあり方」として「実現された」と理解されていた点
は，問題に思われる。この点についての論究は，大﨑素史編著『四権分立の研究─教
育権の独立─』（第三文明社・平成26年）に収録の大﨑素史「池田 SGI会長による四
権分立の提唱とその意義」を参照のこと。
　②宗像誠也の中央教育行政独立説
　戦後の教育行政学の基礎を形づくったとも言われる宗像誠也東大教授の教育行政の
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独立説に対して，これまで大きな学問的関心が寄せられてきた。宗像は，教育委員会
制度の導入による教育の独立性に一定の評価を寄せつつも，中央教育行政の独立性を
重視した立場を取った。
　「日本の教育委員会は，法的性格においては，アメリカのそれほどの独立性をもっ
ていない。しかしもし本当にその「育成強化」を考えるとするなら，教育による社
会改造，或いは社会の更新（renovation）という思想に忠実に，その可能性をでき
るだけ生かすという方向で考えてみるべきであろう。もっとも日本の事情ではそれ
にも限度があることは推測されるのであつて，日本ではむしろ中央教育行政の独立
性を考える方が先だともいえよう。教育行政はイデオロギー性をもつことは必然で
ある。それだけに，これを政党内閣の文部大臣に委ねることは危険である。その恣
意を警戒するならば，正しく学問や教育を代表する委員によつて構成された，強力
な教育政策審議機関を設け，教育政策は必ずその議を経てから実施に移すというよ
うな用意をすることである」（宗像誠也『教育行政学序説』有斐閣・昭和29年・P66
～67）
　注目すべき提言であるが，これは完全なる独立性というよりは，教育行政の民主化
というべきものである。別のところで，「必ずしも，文部省機構ないし文部大臣制度
の全面的・根本的改革の主張まで到達しないでも，もっと手近なところで，局部的な
運営や機構の改革で，ある程度は実現できるともいえよう」としているように，現体
制下における教育行政の民主化を構想したものである。（宗像誠也『私の教育宣言』
岩波新書306・昭和33年・ｐ101）
　③上原専禄の教育権の独立機構説
　一橋大学教授・日教組国民教育研究所初代所長などを歴任した歴史学者の上原専禄
は，宗像誠也との対談の中で，次のように教育権の独立機構を主張した。
　「文部大臣が内閣の一員で，行政官庁の一つとして文部省があるという形では，大
学の自治とか教育の自律性とかいっても，内閣全体としてのそのときの政治課題
が，教育や学問の方へ波及する。（中略）私の考え方では，司法権と同じような教
育権の独立機構を考えたい。国会と政府と裁判所と，それにならぶものとして，学
問及び教育の権が自立できるような機構を考えるのが本筋だと思います」（上原専
禄・宗像誠也『日本人の創造』東洋書館・昭和27年・p235）
　第四権としての教育権の独立を主張していたことは注目すべきである。今後の詳し
い研究と考察が必要である。
　④亀井勝一郎の教育院構想
　評論家・亀井勝一郎は，教育の独立を実現するためにかねてから文部省廃止論を唱
えていた。理想論かもしれないが，というニュアンスではあるが，次のように提唱し
ている。
　「私はかねてから文部省を廃止したらよかろうと述べてきた。こんなことを言ふと
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空想的だと笑はれるが，教育を尊重するあまりの愚見と思ってきいて頂きたい。そ
の理由のひとつは教育の中立性をいかに確保するかといふ点から出てくるのだが，
私は文部省を廃止して教育院をつくり，あたかも最高裁判所のやうに一切の党派か
ら独立した機関にしてほしいと思っている」（亀井勝一郎「現代教育に私は何を希
望するか─ PTAのひとりとして─」『婦人公論』中央公論社・昭和31年11月号に所
収）
　「むろん今日政治的中立を守ることはむずかしい。不可能なことかもしれない。あ
まりに完全なことは考えてはならない。私のいうのも比較的の意味だが，教育の専
門家，父兄，いわゆる学識経験者等，ひろい範囲から集めて教育院をつくり，（中
略）ここに集まる人はすべて政党から離脱する条件を附したらどうであらうかと考
える。民選の教育委員制も復活して，その代表も参加する。日教組も参加する。そ
して教育に即した専門の討議を出来るだけ民主的基礎の上においてこころみてほし
いと思う」（同前書）
　⑤槌田龍太郎の四権分立説
　大阪大学教授（化学専攻）の槌田龍太郎は，昭和30年代初め，教育権の独立を提唱
した。その特徴の一つに，教育財政の独立もあった。
　「国民のうち少数の犯罪者を裁き，一部国民の訴訟を処理するために，司法権が，
立法権や行政権から分離されているのに，国民全体の幸福に直結する教育が，政党
の利益のために左右されるのはまことに不合理ではないか。
　　政党と政府による教育支配を排除するためには教育権を立法・行政・司法と並ん
で独立させる必要がある」（槌田龍太郎「四権分立」，『化学』化学同人・昭和34年
10月号に所収）
　槌田は，教育財政への問題意識があったが故の結論であろう（詳細は省略する）。
いずれにせよ，第四権としての教育権を明確に提唱したものとして特筆すべきであ
る。
　⑥その他の教育の独立説
　教育の自立性，中立性，いわゆる政治などからの干渉を排除することを求める制度
上の提唱は，以上のほかにも多く見られた。ここでは，その一端を列挙する。
　 ▽  安藤良雄（東京大学経済学部教授）の文部省廃止論（安藤良雄「最近の文教政策
に思う」，東京大学新聞・昭和32年11月13日号）
　これらのほかにもこれまで散見したものや見聞によるものまで含めればまだある
が，ここでは割愛させていただきたい。以上の内容の正確な調査・検討が必要である。
　最後に，さらなる研究・考察課題とともに改めての課題提示を次に掲げたい。
①憲法改正が前提なのかどうか。
②現憲法下における制度の改善と教育権の独立保障のあり方について。
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③現憲法下における教育観・教育思想の改善と教育権の独立保障のあり方について。
④ 歴史的な思想・制度論の研究─ロック，ホッブス，モンテスキュー，ルソー，カン
ト，ペスタロッチ，ヘルバルト，さらに日本の教育思想家や教育理論・教育運動な
どについて。
　以上，あくまでも大﨑の考察の報告である。皆様の大いなるご研究・考察を期待し
ます。
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